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住友ゴムグループの価値創造

2020年2月に発表した中期計画では、バリュードライバーの一つとして「ESG経営の推進」を掲げており、事業を通じて環
境問題や社会課題の解決に貢献し、持続可能な社会の実現に向けた取り組みをさらに強化することを宣言しています。
一方、気候変動の影響拡大を背景にカーボンニュートラルへの急激なシフトが進む環境変化を鑑みると、企業理念体系
「Our Philosophy」を体現して社会と当社が持続的成長を遂げていくには、2050年を見越した長期視点での方針が必要
と判断しました。このような背景から、サステナビリティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」を策定し、2021年8月に公
表しました。「はずむ未来チャレンジ2050」は、「Our Philosophy」のPurposeを体現するための方針であると同時に、中
期計画で掲げた「ESG経営の推進」を実現していくための方針でもあります。

サステナビリティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」

はずむ未来チャレンジ2050

「はずむ未来チャレンジ2050」で設定した当社のチャレンジ目標

　環境に対する取り組みでは、調達、輸送、開発、製造、販売、使用に至るサプライチェーン全体を通じて、タイヤ、スポーツ、産業品の各
事業で「CO2の削減」「原材料のバイオマス化およびリサイクル化」「サステナブルな商品開発」を進めていきます。また、独自のタイヤセ
ンシング技術「センシングコア」を核に、CASE、MaaSといった次世代モビリティ社会の進化に貢献する、安全・安心で環境負荷の少ない
新たなソリューションサービスを創出し、2030年、2050年に向けて当社ならではの環境型ビジネスを確立していきます。

Environment：地球環境と安全を守るために

製造工程における水素の活用  

　福島県の白河工場では、高性能タイヤを製造
する生産システム「NEO-T01」で水素を活用す
る実証実験を2021年8月からスタートしまし
た。電力に太陽光発電を使用することで、2023
年には「NEO-T01」の全行程をクリーンエネル
ギー化し、製造時における「CO2排出ゼロタイ
ヤ」の実現を目指します。
　さらに白河工場全体をクリーンエネルギー化
した後、国内・海外工場に順次導入することで
水素利用を拡大していく方針です。
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カーボン
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次世代エネルギー
「水素」の活用

★ カーボンニュートラル
★ 水素の活用
★ 水使用量の削減

★ サステナビリティ商品自社基準
★ プラスチックの削減
● リトレッドタイヤ

★ バイオマス原材料
★ リサイクル原材料
● スマートタイヤコンセプト
 （EV、CASE、MaaS対応）

★ 全事業
● タイヤ事業

★ EV車両
★ モーダルシフト

★ EV車両
★ モーダルシフト

★ サステナブルな天然ゴム

● センシングコア
 （空気圧・摩耗状態・路面状況把握）
● ソリューションサービス
 （タイヤ総合管理サービス）
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循環型ビジネスの確立を目指す

2050年 
チャレンジ 
目標テーマ

施策 目標（目標年）

●  健康と安全 ●  労働安全衛生の徹底 ●  重篤災害ゼロ
●  健康経営の推進 ●  産業保健体制の強化、健康文化の醸成

●  組織風土・文化醸成 ●  リーダーシップ開発 ●  360度フィードバックのグローバル導入（2030）、エグゼクティブコー
チング継続実施（2030）、組織体質調査のポジティブ回答率80%（2030）

●  多様性の尊重と調和 ●  ダイバーシティ&イン
クルージョンの推進

●  アンコンシャスバイアス研修の全階層への展開（2030）

●  女性活躍の推進 ●  女性向けキャリア開発制度の継続、女性管理職比率7%（2025）、12%（2030）
●  人権の尊重 ●  人権マネジメント 

体制の構築
●  人権デューデリジェンスプロセス構築、グローバル人権方針の策定とマ

ネジメント体制の確立（2024）、人権マネジメント体制の構築（2030）
●  サプライチェーン 
マネジメント

●  第三者評価機関の 
活用

●  タイヤ原材料について購入金額ベースで受審率95%（2030）

Social

社会と
共生するために

●  コーポレート・ 
ガバナンスの充実

●  取締役会の 
多様性向上

●  取締役会の実効性向上、外部環境変化や当社経営状況を踏まえた取締
役体制を構築

●  ガバナンスの 
実効性向上

● 第三者機関の関与を得た評価実施、結果分析、実効性向上施策実施

●  コンプライアンスの
徹底

●  税の透明性 ● 税務方針の策定　● グローバル税務戦略の実行（2025）
●  Our Philosophyの
浸透

● Our Philosophy浸透度調査の「共感」以上の回答率80％（2030）

Governance

経営基盤を 
強固にする 
ために

●  製品イノベーション ●  スマートタイヤ 
コンセプトの具現化

● コンセプトタイヤ提案（2029）、新商品への100%搭載（2030）

●  サステナビリティ 
商品自社基準の制定

● 自社基準の目標策定（2022）

●  カーボン 
ニュートラル

●  カーボンニュートラ
ル（スコープ1、2）

● 2017年比50%削減（2030）、カーボンニュートラル達成（2050）

●  カーボンニュートラ
ル（スコープ3）

● スコープ3の削減目標設定（2022）

●  水素の活用 ● 水素ボイラーの製造ラインでの安定運用（2023）
●  資源循環
●  持続可能な原材料

●  サステナブル原材料
比率の拡大

●  サステナブル原材料比率を各商材で下記比率を目指す
・ タイヤ：40%（2030）、100%（2050）
・ スポーツ：販売する全練習用ゴルフボールの20％（2030）、販売する

全ゴルフボールの100％（2050）、100％使用のテニスボールを発売
（2030）、販売する全テニスボールの100％（2050）

・ 産業品：製品の総重量比40%（2030）、100%（2050）
●  プラスチック削減 ●  タイヤラベル、商品包装材、販促ツール等のプラスチック使用量

2019年比40%削減（2030）
●  水資源 ●  水使用量の削減 ●  水リスクの高い拠点を対象に水リサイクル100％（2050）

●  サプライチェーン 
マネジメント（環境）

●  持続可能な天然ゴム 
（SNR）方針

●  SNR方針を満たす原材料の調達
・主要な取引先を対象（2030）、すべての取引先へ拡大（2050）

Environment

地球環境と 
安全を守る 
ために

15 Integrated Report 2022 16Integrated Report 2022













住友ゴムグループは「スマートタイヤコンセプト」に基づき、従来のタイヤ開発・製造にとどまらず、タイヤの空気圧や摩耗
状態・路面状況などを探知できる独自のタイヤセンシング技術「センシングコア」を核に、ソリューションビジネスである
「センシングコア」ビジネスの展開を進めています。
この新たなビジネスで、交通事故のない社会や将来の自動運転の実現など、モビリティ社会の発展に貢献していきます。

住友ゴムグループの価値創造

Value Driver 2

「センシングコア」ビジネスのロードマップ　「センシングコア」ビジネスの展開に当たっては、３
つのステップからなるロードマップを描いています。
まず、Step1として、「空気圧・温度管理サービス」の
販売を2021年から開始しました。このサービスは
TPMS（タイヤ空気圧管理システム）による収集した
空気圧と温度データを活用して、点検作業の短縮化
と負担を軽減し、タイヤ本来の低燃費性能やライフ
性能の障害となる空気圧不足を未然に防ぐというも
のです。このデータを独自のアルゴリズムで解析す
ることで、手作業では見つけにくいスローパンクの
検知も可能となりました。
　Step２では、2022年から「センシングコア」の実
証実験を開始、Step３で2024年から「センシングコ
ア」の販売を開始する計画です。その後、開発からリ
サイクルまでバリューチェーンをつなげる「サステナ
ブルバリューリング」へつなげていきます。

　「センシングコア」は、空気圧、荷重、路面状態、摩耗などが検知できるソフトウエアで、1997年から25年間以上の実績があるDWS（間
接式空気圧警報装置）の開発の中で培った、住友ゴムの独自技術がベースになっています。
　車にインストールされたソフトウエアを通じ、装着されているタイヤの特性を自主学習します。このソフトウエアはあらゆる車両・タイ
ヤに対応可能で、アップデートにより検知機能の拡張ができます。
　現在「タイヤ空気圧」「路面状況」「タイヤ荷重」「タイヤ摩耗」の4つについて検知が可能で、第5の矢として「車輪脱落予兆」の開発を進
めています。また、第6、7の矢として、機能の拡張も検討しています。

　現在、日本を中心に開発中のソリューションビジネスは、特に自動運転や電動化との親和性が高いことから、これらの動きが加速してい
る中国のお客様のご要望に対応するため、2022年1月に中国の事業会社内に「センシングコア」ビジネスの専門組織を設立しました。
　EVメーカーを対象に、走行中はもとより、走行前後のタイヤ回りを包括サポートするビジネスモデルの具現化を進めています。
　今後、日本、中国で開発したビジネスモデルをさらにアセアン地域においても発展させ、欧米や中東へも展開していく方針です。

　「センシングコア」に搭載の「空気圧」「荷重」「路面状態」「タイヤ摩耗」検知機能により、タイヤ点検の自動化やメンテナンス時期の管
理、パンクトラブルの防止など、さまざまな価値提供が可能となります。
　現在開発を進めている第5の矢「車輪脱落予兆」のほか、今後第6、7の矢として、重量のあるEVに低扁平タイヤを装着した場合に懸念され
るタイヤ損傷が把握できる機能などの機能車・スポーツカーへの対応や、CASEによる変化への対応が可能となる機能拡張を検討します。
　さらに「センシングコア」で得られた情報は、ソフトウエアを搭載している車両やドライバーへのフィードバックだけでなく、道路管理な
ど社会インフラの保守へも活用が可能です。
　クラウドにアップされたデータを独自のアルゴリズムで解析し、モビリティサービスや運送事業者などの安全運転やメンテナンスコスト
の削減などへの活用を見込んでいます。「センシングコア」ビジネス展開のロードマップ

センシングコア技術とは
「センシングコア」ビジネスのグローバル展開

「センシングコア」の提供価値

センシングコアの提供価値

・・・
（機能拡張）

● 高性能車・スポーツカー対応
● CASEへの対応タイヤ損傷の把握 
（重いEVへ対応）

タイヤ 
摩耗

タイヤ 
荷重

路面
状態

タイヤ 
空気圧

第6の矢 第7の矢
第5の矢
車輪脱落 
予兆

●CO2排出量可視化
●タイヤ点検の自動化
●パンクトラブル防止
●燃費・電費性能向上

● 前方の滑りやすい路面の検知

●過積載・偏積載の防止
●横転事故の防止

●車輪脱落予兆検知

● タイヤ点検の自動化
● タイヤメンテ時期管理
● タイヤライフ向上・リトレッド
促進

中国のEVメーカーを対象に、走行前～中～後のタイヤ回りを包括サポート

強み・技術を
束ねて提供

直接式TPMSで点検
自動化

サイレントコアで静
か、センシングコアで
路面・軸荷重の把握

タイヤ状態に合わ
せ、ディーラーに送客

万が一の時にも簡
単・便利なセルフメ
ンテナンス

走行前 走行中 メンテナンス 緊急時

日本で開発したソリュー
ションビジネスをまずは
中国・アセアンへ、続い
て欧米、中東へ展開

ソフトウエアのアップデートが可能

空気圧・温度管理サービスにより、データで価値を提供できることを検証。
センシングコアの実証実験を2022年から進め、2024年には販売を開始する。

車両・ 
バリュー 
チェーンへの 
価値提供

タイヤ 
単体への 
価値提供 従来のタイヤ販売ビジネス

サステナブル 
バリューリング 
への接続

Step1：Step1：
空気圧・ 空気圧・ 
温度管理温度管理
サービス販売サービス販売

データの提供価値を確認　2021年より一般顧客に販売開始

Step2：Step2：
センシングコア センシングコア 
実証実験実証実験

2022年より実証実験を開始

2024年より 
販売開始

Step3：Step3：
センシングコア センシングコア 
ビジネスビジネス

・・・
（機能拡張）

第6の矢 第7の矢
第5の矢
車輪脱落
予兆

タイヤ 
摩耗

タイヤ 
荷重

路面状態タイヤ 
空気圧

DWS※

※Deflation Warning System：間接式空気圧警報装置

乗用車 ライトトラック・
バン

トラック バス

新車 既販車

インストール

▲

P.16

EV
開発

製造

輸送

販売
使用

調達

輸送

中期計画の概要と進捗

新たな価値の創出：「センシングコア」ビジネスの展開

Cloud

空気圧、荷重、路面状態、摩耗などを検知することでさまざまな価値を提供可能。
また、第5の矢として車輪脱落予兆検知の開発にも着手している。　　　　　
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 井川  「Our Philosophy」を策定する前に、住友ゴムグループの拠り
所であったのが「住友ゴムWAY」です。2009年の当社創業100周
年に合わせて策定されたもので、当時、私はその事務局にいました。
　人事担当者として当時を振り返ると、1995年の阪神淡路大震
災後の業績悪化によって新卒採用が断続的となる時期があった
一方、経営資源を東南アジアにシフトする戦略がヒットして、イン
ドネシア、中国、タイなどに生産拠点を立ち上げ、販売拠点も拡
大していきました。すると、全拠点で共通の理念のもと、仕事へ
の向き合い方や進め方を浸透させることが難しくなっているとい
う課題が浮かんできました。これは海外拠点だけでなく日本でも
同様で、新卒採用を控えていた時期を経て、業績の回復とともに
採用を急拡大したため、30代の中堅社員の次の年次の社員が新
入社員といった職場もあるなど、なかなか組織立って同じ方向を
向いて仕事を進めていくことが難しい状況にありました。
　こうしたなか、100年の節目に企業として大切にしてきた事柄
や学びを言語化して後世に伝えたいという想いから、「住友ゴム
WAY」の策定がスタートしました。まず、当時のトップが語ってい
る内容から共通する事柄を書き出す一方、部門長や中堅社員に
理想とする仕事の進め方をヒアリングして重ね合わせ、4つの価
値観のもとに、11の行動原則とし、仕事の型を見える化しました。
　そこから時を重ねて2021年の「Our Philosophy」に至ります
が、その背景にはグローバル化のさらなる進展があります。今
や、住友ゴム工業の社員が約8,000名に対し、グループ全体では
約4万名の社員がいます。グループにおいてマジョリティとなっ
た海外の社員たちを束ねていくためには、より上位の概念で同じ
方向を目指す企業の存在意義（パーパス）や、ダイバーシティ&イ
ンクルージョン（D&I）が欠かせません。日本でも、Z世代やミレニ
アル世代といわれる層はパーパスを非常に重視するといわれて
おり、そこに海外・国内の差はありません。
　私たちにとってD&Iの本質は、男女といった属性ではなく、考え
方の多様性にあります。さまざまな考え方で構成されたチームが

経営課題や経営戦略を実践していけば、経営の品質が上がりま
す。D&Iと「Our Philosophy」は根底でつながっていて、多様で
あるからこそ「Our Philosophy」がなければ同じ方向を向いてい
くことができないと考えています。
 其田  「住友ゴムWAY」から「Our Philosophy」に至る歴史的な
背景や、考え方が醸成されてきたプロセスがよく理解できまし
た。ここまでの道のりを含め住友ゴムの経営のベクトルについて
は、社員だけでなく、投資家の皆様にもぜひご理解いただきたい
ので、さまざまな方法で発信されると良いと思います。
　「Our Philosophy」のスローガン「ゴムの先へ。はずむ未来
へ。」は、従前にとらわれない、新たな挑戦というイメージがあり
ます。これをイメージに終わらせるのではなく、どのように具体的
な戦略に落とし込んでいくかが問われていると思います。さらに、
具体的な行動がどのような結果につながったのか、それらがどの
ような影響をもたらしたかを組織として見える化していくことが
肝心です。見える化によって一人ひとりのモチベーションが高ま
り、その取り組みが加速していくと思われますが、この点につい
てはいかがでしょうか。
 井川  現在は、「Our Philosophy」をしっかりと伝える段階にあり
ます。新型コロナウイルスの影響をポジティブにとらえて、全社
員を対象にオンラインのセミナーやイベントを行い、海外にも展
開しています。浸透度合いは、3合目あたりでしょうか。
　浸透させていくポイントは、通り一遍の説明をするのではなく、
一人ひとりの社会人生活のなかで何かしら「Our Philosophy」

「Vision」「住友ゴムWAY」に近しい体験をしたことがあるはずで、
その体験とひもづけることで「Our Philosophy」を自分事として
理 解 することだと思って います 。組 織 単 位 でも 、「 O u r 
Philosophy」や「住友ゴムWAY」を体現した実例のうち、どの事
柄が部門の機能を高めたかなどを語り合う場を設けています。
　さらに、仕事の型をどれだけ実践したか、「信用・確実」「挑戦」

「相互信頼」の切り口で行動を評価し、きちんと実践している社員
をきちんと処遇する人事評価システムに変更しました。実績と行
動双方の視点をもって社員を抜てきし、そのような社員がさまざ
まな職場でリーダーシップを発揮していけば、住友ゴムグループ
は一挙に変わります。
 其田  社長が率先して取り組んでいる「Be the Change」が、非
常に大きな成果を生むのではないかと期待しています。大きなわ
くわくするような挑戦だけではなく、地道な改革で非常に有効な
取り組みもたくさんあって心強く思っています。従来、経営幹部

のテーブルに上がってこなかった取り組みに光があたることが、
組織の活性化につながると確信しています。
　「Our Philosophy」に至る道のりをお伺いしましたが、D&Iをス
タートした2019年当時の状況はいかがでしたか。
 井川  D&Iで身近な課題の一つである女性活躍でいうと、女性の
採用自体はこれまでも力を入れてきました。しかし、定着に課題
がありましたので、ライフイベントを迎えた社員の就業支援にしっ
かりと取り組むことからスタートしました。2019年から活動を深
掘りしていく段階で分かったのは、制度や仕組みはあるものの、
それらが女性社員、そして職場での活用につながっていないこ
と。まず、この改善と並行して、職場のマインドセットに取り組む
こととしました。部課長への情報展開やさまざまな研修を通じて
取り組んできた結果、理解・浸透や職場の後押しが進んできたと
思います。
 其田  「Our Philosophy」の中に「多様な力」や「相互尊重」という
言葉が入り、位置付けが明確になりました。これによって社内の理
解やルールづくりがより進みやすくなったのではないでしょうか。
 井川  まさにその通りですね。特に、WAYの実践と人事評価との
関連付けは外せないポイントとして、魂を込めて結び付けました。

 其田  組織健康度に対する皆さんの理解が進むと、はずみが付き
ますね。組織健康度が高まれば、より質の高い人材の獲得につな
がり、さらに企業としての基礎体力が高まります。社員の意識と
制度が両輪になることが欠かせません。
　自動車産業全体が大きな変革期にあって、さまざまなゲーム
チェンジが起きています。このような前例のない変化が、「Our 
Philosophy」や「住友事業精神」をベースとしたD&Iを体現する
チャンスになるはずです。
 井川  国内に限れば、キャリア採用が新卒採用を大きく上回って
います。さまざまなキャリアやノウハウを持った人材が、当社の
培ってきた強みや知見と融合することで、新たな価値を生み出し
ていく過渡期にあると思っています。全く価値観の違う人材が入
り、D&Iの観点からも経営そのものが格段に難易度を増すなか、
社員の育成のためにも意図的にさまざまな経験を積める仕組み
を構築しています。
　一人ひとりの当事者意識、危機感が高まっている今こそ、さま
ざまな改革をやりきる絶好の機会だととらえています。

住友ゴムグループの価値創造

ダイバーシティ＆インクルージョン

D&I推進宣言
多様な属性や考え方を尊重し、全ての個人が能力を発揮できる職場を実現します。
●性別、性的指向、性自認、年齢、障がい等
●雇用形態、採用方式等
●出身、国籍、人種、民族、文化、宗教等

執行役員
人事総務本部長　

井川　潔

社外取締役

其田　真理

当事者意識が高まっている今こそ、改革をやり切る絶好の機会

人材戦略対談

2019年にD&I／働き方改革に関するトップコミットメントを発信しました。しかしその後Our Philosophyの策定や、
2022年にD&I推進の専任組織立ち上げなどの変化を踏まえ、改めて考え方を整理するとともにD&I推進への強い決意を
込めて再発信しました。
トップコミットメントの実現のため、専任組織主導のもといくつかの目標値を掲げて具体的なアクションプランへと落とし
込み活動を継続しています。

D&Iトップコミットメント

私たち住友ゴムグループは、Our Philosophyを体現するために、全ての個人の多様性を尊重する取り組みを進めます。
多様な力をひとつにし、成長し続けることを経営の重点課題と位置づけ、以下の通り宣言します。

代表取締役社長

今後の取り組み
　女性やLGBT、外国籍従業員への各種取り組みを進めていま
す。女性活躍は特に重点課題として認識しており、育児に関わる
両立支援マニュアルの整備などキャリアの分断をフォローする仕
組みを構築するとともに、女性リーダーの育成を目的として2021
年からメンター制度を開設しました。社内のメンター育成のため、
社外メンターによるメンタリングやスキル研修を実施した後、社

内でメンティの相談を受けるというサイクルをつくり、徐々にメン
ターメンティ共に対象層を拡大していく計画です。
　このほか、LGBTへの取り組みとしては、LGBTアライの基礎知
識習得者の育成と、習得者のアライステッカー掲示によって働き
やすい環境づくりを目指します。

女性管理職比率 女性採用比率 LGBTアライステッカー 
取得率 メンター制度利用者数 外国籍社員向け 

アンケートスコア

目標値　2025年7％ 目標値　毎年20％ 目標値　2023年10％ 目標値　2025年150人
2030年目標　 

各スコアの改善
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■  天然ゴム合成酵素と同類「トマト由来酵素」の構造を解明
　東北大学、金沢大学、理化学研究所との共同で、天然ゴムを合成する酵素と
類似した構造を持つトマト由来の酵素の構造解明と、機能改変に成功しました。
今回の構造解明により、天然ゴム生合成機構のさらなる解明と、それによる天
然ゴムの安定供給に関わる技術開発の
進展が期待されます。
　なお、本研究成果は、生命科学分野
の国際誌である「The FEBS Journal」
に掲載されました。

■  タイヤの性能持続技術開発を加速させるAI技術の研究成果を
「Nature Index」に掲載

　北海道大学との共同によるAI技術の研究成果に基づく記事広告が、世界トッ
プクラスの研究成果のデータベース「Nature Index」ウェブサイトの材料科学
特集として掲載されました。
　本技術は、人にはできない高精度な
画像解析により、さらに高精度な物性
推定を可能にし、『 SMART TYRE 
CONCEPT』で掲げている「性能持続
技術」の開発へ応用されています。

■  当社初の再生ポリエステルを使用した 
環境配慮型スタンド式バッグ 
ゼクシオ『GGC-X141』

　ポリエステルは強度に優れ、軽いのが特長で、ハー
ドな使われ方をするスポーツ用品の素材として非常に
適しています。その特長は再生ポリエステルであって
も変わらないものの、通常のポリエステルに対し、再
生過程で分解しきれない細かな物質が混ざってしまう
ため、色ムラができるといった問題がありました。
　それを逆手に取り、デザインを工夫することで解消
したゼクシオ『GGC-X141』では、表地部分の95％に、
再生ポリエステルを採用しています。キャディバッグ
の材料に再生ポリエステルを使用するのは、ゴルフ
ボールやクラブ
を製造するゴル
フギアメーカー
としては、先駆け
となっています。

Next

マネジメント・アプローチ
　住友ゴム工業の研究開発組織・施設を核として、世界各地に所
在する子会社・関連会社群との密接な連携のもと、タイヤ・ス
ポーツ・産業品他事業の幅広い領域・分野で研究開発を推進して
います。
　こうした活動を通じた知的資本の蓄積が、競争優位な製品群や
新たな成長を生み出す原動力となっています。

Next-Generation Products & Solutions

次世代型技術・製品・サービスの開発

「安全・快適」「経済性」「品質」の追求

産学連携による共同研究の取り組み

環境配慮商品の開発

■  SMART TYRE CONCEPT（スマートタイヤコンセプト）
　交通事故のない世界を実現するためにタイヤで未来を変えた
い、その強い想いから生まれた『SMART TYRE CONCEPT』。
カーシェアリングやライドシェアなど、自動車の所有から使用への

転換が進むなか、安全性能と環境性能をより一層高めたタイヤ開
発および周辺サービスの展開を推進しています。

　住友ゴムグループは、先端技術を有する大学との産学連携の活動による新技術開発に取り組んでいます。一部の研究成果は学術的に
も評価され、著名な国際誌やデータベースにも掲載されています。

　住友ゴムは、社会の持続的発展と企業の成長を同時に実現す
ることを目指し、地球環境にやさしい商品開発を推進しています。
2001年から化石資源に依存しない石油外天然資源タイヤの開
発を開始し、2013年には100％石油外天然資源タイヤ「エナセー

ブ100」を完成させました。2021年に策定したサステナビリティ
長期方針｢はずむ未来チャレンジ2050｣でも、環境配慮商品の開
発は重要な取り組みとして位置付け、タイヤ、スポーツ、産業品
の3事業全体で2030年、2050年に向けた開発を進めています。

セーフティー・テクノロジー
❶センサーになるタイヤ『センシングコア』
　独自アルゴリズムでタイヤをセンサーに変える、全く新しいセンシング技術
❷ゴムの性質が変わるタイヤ『アクティブトレッド』
　路面状況の変化に反応し、ゴムの機能をアクティブ（能動的）に変化させる技術
❸性能が長持ちするタイヤ『性能持続技術』
　ゴムの内部構造変化を抑制・修復し、経年劣化による性能低下を抑制する技術
❹パンクしないタイヤ『エアレスタイヤ』
　空気充填をする必要のないタイヤ「GYROBLADE（ジャイロブレイド）」の開発

エナセーブ・テクノロジー
❺環境にやさしいタイヤ『LCA （Life Cycle Assessment）』
　商品ライフサイクル全体で環境性能を高めて、循環型社会を実現

ソリューションサービス
❻最適なタイヤメンテナンスの提案 

▲

P.27

　センサーを使用して走行時のタイヤ空気圧・温度を監視、データ活用

■  当社初の市販用EVタイヤDUNLOP 
『e. SPORT MAXX』（イースポーツ 
マックス）

　EV車が一回の充電で走れる航続距離を伸ば
すためには、転がり抵抗を低減し電費を抑えるこ
とが求められます。e. SPORT MAXXでは、当
社が持つ材料開発技術を活かしゴムの配合を工
夫することで、当社史上最高レベルの低燃費（電
費）性能を実現し、ウエット性能と操縦安定性能
も高次元で両立させています。さらに、タイヤ
自体を軽量化することによって省資源化を図り、
環境負荷の低減に貢献しています。また、性能
面に加え、サイドウォールのロゴには当社独自の
黒色デザイン技術
｢Nano Black（ナノ
ブラック）｣を採用し、
デザイン性も追求し
ています。

■  テニスコート用砂入り人工芝 
『オムニコートXPH』

　スポーツ人工芝では、経年使用により破断し
た人工芝や充填したゴムチップが河川や港湾に
流出し、マイクロプラスチックとなっている可能
性が指摘されており、当社でも調査と対策検討
を進めています。
　テニスコート用砂入り人工芝『オムニコート
XPH』では、高耐久性を兼ね備えたヤーン（原
糸）を採用し、耐久性を当社従来品（オムニコー
トXP）の1.4倍にアップさせることで、マイクロ
プラスチック化抑制に貢献しています。この取り
組みは、環境省が展開する「プラスチック・スマー
ト」にも登録されています。

■  タイヤ内発電技術を利用した摩耗推定技術を開発
　関西大学との共同で、タイヤの内側に静電気を利用した発電デバイスを取り付け、タイヤの回転によって電力を発生させる
技術開発を行っています。
　摩擦帯電に係る構造と材料の最適化で発電電力を向上させ、さらに充電機能の追加により、電池などのバッテリーを使用せ
ず、タイヤ周辺に搭載するセンサーへの電源供給が可能となりました。さらに、この発電デバイスから得られる電圧波形を解
析することで、タイヤ摩耗量の推定やタイヤ接地面形状を測定する方法を開発しました。これらの技術はタイヤソリューション
サービスに活用できると同時に、今後のタイヤ開発にもつながる知見を得られることが期待されます。
　なお、これらの取り組みが評価され、一般社団法人減災サステナブル技術協会より「防災・減災サステナブル大賞」防災・減
災×SDGs賞【アカデミー＆ジュニアアカデミー部門】ジャパン賞を受賞しました。

背景は再生ポリエステルの原料
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住友ゴムグループのサステナビリティ経営

スマートタイヤコンセプト概念図 『SMART TYRE CONCEPT』の核となる6つの方向性

タイヤ開発＝モノづくり

ソリューションサービス＝コトづくり

エアレスタイヤ
センシングコア
性能持続技術
アクティブトレッド
ノイズレス

低燃費
LCA

長持ち
軽量化
リサイクル

Tyre Lifetime Simulation

ADVANCED 4D NANO DESIGN

Tyre Leap AI Analysis

エナセーブ・テクノロジーセーフティー・テクノロジー

コア・テクノロジー

環境配慮商品の開発テーマ

リサイクル・リユース（リトレッド性）

石油外天然資源 低燃費（転がり抵抗）

廃棄するとき

つくるとき 使うとき

原材料

タイヤが地球環境のために貢献できること

安全・快適 安全・快適 
（グリップ、ブレーキ、 （グリップ、ブレーキ、 
静粛性能）静粛性能）

リデュース リデュース 
（軽量化、耐摩耗性）（軽量化、耐摩耗性）

低燃費性

省資源

コンセプト全体を支えるシミュレーションおよびAI解析技術「コア・テクノロジー」を軸に、安
全を追求する「セーフティー・テクノロジー」、環境に配慮する「エナセーブ・テクノロジー」で
進めるタイヤ開発（＝モノ）を、ソリューションビジネス（＝コト）まで進化。環境への配慮もし
つつ、皆様に最高の安心とヨロコビをお届けします。

Environment　　Social　　Governance



K indness

マネジメント・アプローチ
　従業員が働くことで満足を得られ、従業員の成果によってグ
ループも成長する。そのような健全な関係を構築するために、処
遇制度・研修体制などのさまざまな仕組みや施策を通じて従業
員に成長の機会を公平に提供する責任があると認識しています。
　また、社長自ら率先して社員の健康維持増進活動や組織体質
強化に取り組み、戦略的に実践しています。

A Kind Culture Where Everyone Can Prosper

一人ひとりが輝ける寛容な風土

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

COVID-19への対応と働き方改革

安全で働きやすい職場づくり

人材育成と働き方の向上

　Purpose「未来をひらくイノベーションで最高の安心とヨロコ
ビをつくる。」、そしてPurpose体現のためのありたい姿（Vision）

「多様な力をひとつに、共に成長し、変化をのりこえる会社にな
る。」、この私たちのビジョンの実現に向けて取り組むことがまさ
にD&Iだと考えています。多様性を認め合い活かし合える状態の
組織では、心理的安全性の高い職場で闊達に議論し合うことがで
き、新しいアイデアが生まれてきます。これこそがD&Iに取り組
む目的であり目指す姿です。
　その目指す姿実現のため、2019年から人事総務本部内にD&I
プロジェクトを立ち上げ、部門横断的に社員の声を施策に反映し
ながら活動を広げてきました。特に2019年から継続して「一人ひ
とりその時々に向き合う」ことを大切にする風土醸成のため、アン
コンシャスバイアス（無意識の偏見）への理解促進に取り組み、管
理職層から一般層へ徐々に理解を広げています。
　多様な属性の中でも特に女性活躍は重点課題として取り組み
を推進しています。（メンター制度　　　　）LGBTに関しては
2021年に人事総務担当者向け、全管理職・役員向けに研修を実
施するなど啓蒙活動を開始し、社外相談窓口を設置するなど取り
組みを進め、「PRIDE指標」の「シルバー認定」を取得しています。
また2022年4月には同性パートナー登録規程を新設し、一部の
制度から同性パートナーの人事制度への適用を開始しました。
　外国籍社員に向けては、2019年に実施したアンケート結果を
踏まえ、日本語教育の開始や、英文での社内資料の展開等取り組
みを進め、以後定期的なアンケート実施により課題への対応を進
めます。

　また、D&Iへの取り組みをより強力に推進すべく、2022年4月
人事部内に専任組織D&Iグループを設置しました。部門横断的
にD&Iを推進する旗振り役として活動していきます。

■  女性の活躍推進
　D&I推進の一つの重点課題として女性活躍を掲げています。全
社アンケートから女性活躍への課題を抽出し、主にキャリア意識
の育成、両立支援、風土の醸成／相互理解促進の3つの分野に取
り組んでいます。キャリア意識の育成とともに女性リーダーを育
てるため、2021年にメンター制度を開始しました。また育児介護
に関わる両立支援マニュアルを作成し、出産育児でキャリアが分
断しないように上司との2者面談や人事を含めた3者面談を計5回
実施することを開始しました。併せて男性も含め育休取得対象者
とその上司に対して育児関係制度取得促進の案内送付を開始し、
またアンコンシャスバイアスへの理解浸透も合わせて、対象者を
含むすべてのメンバーが働きやすい風土の醸成を進めています。

■  社外からの認証・評価一覧
　2020年10月：「えるぼし認定（三つ星）」を取得。
　2021年 3月： 株式会社ダンロップゴルフクラブにて「くるみん

認定」を取得。
　2021年10月： セクシュアル・マイノリティへの取り組みの評価

指標「PRIDE指標2021」において「シルバー認
定」を取得。

　2021年度も引き続き社内外への感染拡大防止と関係者・従業
員の安全確保を最優先に対応しました。手洗い、うがい、マスク
着用、執務スペースや会議室、食堂へのパーティション設置など
基本的な対策を徹底したほか、希望者へのワクチン接種推進のた
め、事業所での職域接種実施やワクチン接種に伴う特別公休制
度導入などを行いました。
　また、これを機に、在宅勤務、時差出勤、フレックスタイム制な
どを積極的に活用し、感染リスクを下げるとともに働き方改革も

推進しています。社内外の会議、打ち合わせのWeb化や業務の
ペーパーレス化など、円滑に在宅勤務ができる環境を整備する一
方、出社人数が減ったオフィスはフリーアドレス化により役職や部
署を越えたコミュニケーションの活性化を図るなど、生産性向上
のための各種施策に取り組んでいます。
　今後も従業員の安全確保と働きやすさ、働きがい向上のため
の環境整備を進めます。

■  働き方の多様化
　近年の社会環境の変化に伴い、当社でもさまざまな働き方に
対応した制度、仕組みを導入しています。今後も従業員の声を聞
きながらより良い働き方を模索していきます。

フリーアドレス導入　働きやすい環境の創出のため、本社の一部
の部署、および一部の工場にて、固定席を撤廃し、フリーアドレス
を導入しました。

在宅勤務手当　多様な働き方の一つとして定着してきた在宅勤
務に対して、従業員にかかる費用を適切に補助するため、在宅勤
務手当を導入しました。

看護休暇の時間取得化　当社では子の看護休暇を有給としていま
すが、法改正に伴い、これを時間単位で取得できるようにしました。

託児サポート制度　産前産後休業や育児休業を一定期間取得
し、2歳未満の子を託児所等に預ける社員に対して、月額5万円ま
での補助を行っています。

男性育休推進のための取り組み　育児と仕事との両立支援マニュ
アルを発行するとともに、子どもが生まれた従業員とその上長に対
して育休取得を推奨するメールを人事より発信しています。

■  健康経営の推進
　会社、従業員、労働組合、健保組合が協力し、全員参加で健康経
営を推進しています。健康管理規程で健康管理に関するルールや
リスクレベルを明文化、メンタルヘルスに関してはセルフケア教育
の強化、管理監督者教育、復職支援といった組織的な活動を行う
など、PDCAを着実に回しながら課題に取り組んでいます。
　その成果として、2022年3月に経済産業省が東京証券取引所
と共同で、従業員の健康管理を経営的な視点で考え戦略的に取
り組んでいる企業を選定、公表する「健康経営銘柄2022」の50社
に2度目の選定をされました。また、特に優良な健康経営を実践
している法人が選定される「健康優良法人（ホワイト500）」にも6
年連続で認定されています。
　健康経営をさらに進めるため、2022年7月、従来の「健康経営
宣言」を踏襲しつつ、「Our Philosophy」に基づいた「健康経営宣
言」に改定しました。
　また、「健康経営」の取り組みを進めるため、「産業保健体制の
強化」と「健康文化の醸
成」を長期重点目標と
し、7項目の中短期重点
項目を設定して取り組
んでいきます。

■  組織体質強化
　2008年より従業員満足度調査として2年に1回の頻度でアン
ケートを実施してきました。2020年からはさらなる組織体質向上
を図るべく、より早いサイクルで組織体質アンケートを実施し、結
果を全社に開示しています。4つの骨太方針「挑戦を後押しする
環境」「部門・役職間の壁がなくオープンな職場」「一人ひとりが
リーダーシップを発揮できる環境」「全社戦略とひもづいた生産
性の高い仕事」を達成すべく継続して変革活動を行います。

■  人材開発
　変化を乗り越える会社になるためには、一人ひとりが失敗を恐
れずに挑戦し続ける必要があります。挑戦のベースとなるリー
ダーシップや問題解決力を積み上げられるよう、階層横断的に必
要なスキルを選択受講できる研修体系を構築しています。また、
取締役・執行役員も含めて、課長代理以上には360度フィードバッ
クの仕組みを導入し、1年に1度自身のリーダーシップスタイルを
客観的に見つめなおす機会を設けています。併せて、執行役員
以上にはエグゼクティブコーチングをつけて、常に成長し続ける
ことができる環境を整備しています。

　住友ゴムグループは、従業員ひとりひとりを会社の成長と事業
の発展を支える最も大切な財産と考えています。
　住友ゴムグループで働く皆さんとご家族の”こころ”と”からだ”
が健康であることは、ひとりひとりの幸せ、ひいては会社の持続
的な成長や発展にとって不可欠なものです。
　ひとりひとりが自ら進んで健康活動に取り組み、活力をもって
働ける、さらには、お互いの健康を気遣いあえる健康文化を築く
ことが、社会に「最高の安心とヨロコビ」を提供できる基盤である
と考えます。 

　「Our Philosophy」に基づいた健康経営を実現するため、会
社、労働組合、健康保険組合および、住友ゴムグループで働くす
べての皆さん、そのご家族と力を合わせ、挑戦し続けます。

健康経営宣言

▲

P.36

住友ゴムグループの雇用の基本方針

多様な雇用 
環境づくりと 
能力開発

働きがいの 
ある職場づくり

公平な 
評価と処遇
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■ 住友ゴムCSR基金
　住友ゴムCSR基金は当社の事業所がある地域で、地球環境問
題や社会問題解決に向けた活動を展開しているNPO団体などを
資金面で支援するために設立された制度です。
　2009年に設立され、翌2010年から当社の拠点地域における

「環境保全」「交通安全」「災害支援」「地域における社会課題解
決」に取り組む8団体への助成を開始し、2021年度は57団体に
1,410万円の助成を実施しました。

住友ゴムCSR基金助成団体のご紹介
　助成の例としては、緑化活動では、都城市の大淀川とその周辺
の環境を守る「特定非営利活動法人都城大淀川サミット」や丹波市
で希少種保全活動を続ける「丹波地域のホトケドジョウを守る会」、
地域課題解決では、白河市で高齢者見守りと買い物支援として移
動販売を実施する「NPO法人 
ちりんこ白河」、神戸市で科学
実験を通して子どもに環境へ
の興味を持たせる活動を続ける

「NPO法人 たけのこさいえん
す」など、さまざまな活動を支
援しています。

■ 教育支援活動
　学校教育支援活動として、2009年からNPO法人コアネットが
主催する「ダンロップものづくり教室」に協賛しています。小学4
～6年生を対象とし、簡単な工作キット「スクローラーII」を組み立
てる体験学習で、この学習を通じ、子どもたちにものづくりの面
白さや達成感、チームワーク形成等を体験してもらうというもの
です。2021年までに67回開催し、受講者数は約5,000人となり
ました。 
　また2021年は大阪府摂津市の中学生を対象とした「職種体験
プログラム」に協力するなど、次世代を担う子どもたちのキャリア
教育を支援しています。

■ 寄付／協賛
　各拠点地域では社会貢献のための寄付や協賛も積極的に実施
しています。国内では2021年7月・8月豪雨災害に対する義援金
や、生理の貧困対策として白河市への生理用品の寄付、飲酒運転
撲滅運動「STOP! DRUNK DRIVING PROJECT」への協賛、
1994年から続けている「DUNLOP KOBE OPEN 車いすテニス
トーナメント」への特別協賛などを実施しています。海外拠点で
はスイスでワクチン供給サポート車へのタイヤ提供、南アフリカ
ではレディスミスの高等学校に扉のついた水洗トイレの寄贈、ト
ルコでは猛威を振るう新型コロナウイルス感染症対策への支援
としてマスクの配布や2021年7月に発生した森林火災に対する
物資提供、ロシアでは障害のある子どもたちのテニスクラブにテ
ニス用品を寄付するなど、各地で社会貢献のための寄付や協賛
を実施しています。

■ サステナビリティ表彰
　2021年12月8日に全社表彰として「サステナビリティ表彰」を
行いました。「サステナビリティ表彰」は、サステナビリティ活動の
さらなる推進を図るため、2009年に始まった「CSR表彰」の実施
方法を一部変更したものです。2021年は新型コロナウイルス感
染症まん延による影響を受け、活動の制限や中止が相次いだに
も関わらず、世界中から61件のエントリーがありました。その中
から当日は最優秀賞3件、優秀賞7件が表彰されました。また、従
業員一人ひとりのCO2削減のためのアクションや標語の募集を通
して全社のサステナビリティへの意識をさらに高めるべく企画した

「サステナビリティチャレンジ」活動の表彰も行いました。

（サステナビリティ表彰の最優秀賞）
● Ecology部門 

 「臭気改善対策」（住友橡膠（常熟）有限公司 工務課）
● Kindness部門 
「くるみん認定」（株式会社ダンロップゴルフクラブ）
● Integrity部門 個人の部 
「ダーバン暴動による困窮者への食糧等提供活動」

Integrity

社会貢献活動の推進

マネジメント・アプローチ
　1980年代から始まった住友ゴム独自の社会貢献活動「GENKI活
動」を通して地域社会とのつながりをはぐくむことは、今日の企業
活動の継続に欠かせないものとなっています。これからも地域か
ら愛される誠実な企業を目指して、社会貢献活動を推進します。

Integrity for Society

社会への誠実さ

森づくりを通じた地域との交流

■  近隣小学校との田植え、植樹支援、 
オオムラサキ観賞会でのテストコース開放

　ゴルフボールを生産する市島工場では近隣の緑化団体「かど
のでもりもり倶楽部」と協働で、小学4年生を対象とした記念植樹

「1／2成人式」や「古代米の田植え・収穫体験」の支援を行ってい
ます。また、近隣こども園の園児を招いて「オオムラサキ観賞会」
や「どんぐり拾い」などを実施し、楽しみながら生物多様性保全や
環境に興味を持ってもらう機会を提供しています。市島工場の緑
化班は、オオムラサキ育成に欠かせないエノキの生育やゴルフに
は欠かすことのできない芝の手入れにおいてもノウハウを持ち、
他の工場拠点の緑化活動支援にも力を入れ、近隣こども園の園
児を招いた際はこの手入れされた芝生の上で遊べるように、テス
トフィールドを開放しています。このように、緑化活動を通じた工
場拠点間のつながり強化に加え、地域との交流を大切にして、活
発な緑化活動を展開しています。

■  森林整備の実績に対し、近隣住民から感謝状
　名古屋工場では2010年より「GENKIの森」としてお須原山の定
期的な下草刈りや植樹といった森林整備を続けています。2021年
にはこの活動が評価され、お須原山がある東萩平町住民の皆様か
ら、間伐材を使って作成された
感謝状が贈られました。住友ゴ
ムCSR基金の助成団体でもあ
る「お須原山愛好会」との協働
活動も頻繁に行い、名古屋工
場では地域に根ざした森林整
備活動を継続しています。

■  赤面山植林活動
　白河工場では2014年から赤面山の植林活動に参加していま
す。赤面山はスキー場だった斜面が廃業後放置され、荒廃地と
なっています。この活動は「赤面山を緑にする会」主体で進められ
てきましたが、2020年からは福島県主催の活動に発展しました。
白河工場も当初は少人数での植林活動から支援を始めましたが、
2019年にはヤシャブシの種を工場内で預かり、2年間育ててから
山に戻すという活動を始めま
した。2019年にお預かりした
種は2年後の2021年には30
センチほどに育ち、130本の
植林用苗木して、植林活動に
参加の皆様と共に植樹を行い
ました。
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「住友ゴムCSR基金」助成団体数と助成金額

加入者

42％
3,339名

従業員数（単体）

7,883名

加入率（2021年12月）

　これからも持続可能で、安
全・安心に働き、暮らしていけ
る社会の実現に貢献できる企
業として、これらの取り組みを
推進していきます。
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住友ゴムグループのサステナビリティ経営

2021年度の目標と実績
より良い社会の構築に向けた企業の社会的責任を果たすことを通じ、社会から信用される企業グループとなることを目
指しています。
行動指針としてサステナビリティ活動ガイドライン「GENKI（元気）」を掲げ、この活動を「Governance」「Ecology」
「Next」「Kindness」「Integrity」に分類し、積極的に推進しています。

※2  原単位の分母は、新ゴム消費量（天然ゴム＋合成ゴムの消費量）です。※1 自己評価の計算方法： 基準年比（1－削減率）を用いて次の通り計算しています。
（目標基準年比-実績基準年比）

目標基準年比 |  ）×100%（ 1-  |

Plan 2021年度目標 GRIガイドライン Do 2021年度活動実績 Check 自己評価※1 Action 2022年度目標

G

Governance
Corporate Governance

ガバナンス

❶コーポレート・ガバナンスの充実
◯ 取締役会の実効性のさらなる向上に向けた取り組みの実施継続 102-18 ◯ 決裁権限規定改訂、取締役会実効性向上施策（暫定版資料の事前送付など）実行・第三者機関に

よる取締役会実効性評価実施 100% ◯ 取締役会の実効性のさらなる向上に向けた取り組みの実施継続

◯ BCPの内容整備・拡充と訓練の実施継続 102-18 ◯ 国内外の関係会社にて感染症BCPを策定。BCP訓練を神戸本社、工場等の各事業所で実施 100% ◯ BCPの内容整備・拡充と訓練の実施継続

◯ リスクを再分析し、グループ全体の重要リスクを最新化 102-18 ◯ 全社リスク分析調査を実施し、グループ全体の重要リスクを最新化。12月のリスク管理委員会
にて全社優先対応リスクを最新化 100% ◯ 全社のリスク対策計画の進捗をフォローし活動推進（上期、下期）

❷コンプライアンスの徹底

◯ グループのコンプライアンス・リスク・マネジメントの推進 ◯ グループのコンプライアンス・リスク・マネジメントの推進

◯ 監査：特に海外子会社の法務監査 102-16 ◯ 新型コロナ対応により、海外子会社の法務監査について年初計画の8社の内、2社について計画
を見直し、延期した 75% ◯ 監査：特に海外子会社の法務監査

◯ 研修：階層別コンプライアンス研修、専門別研修として企業行動基準、競
争法、下請法、景表法、外為法、贈賄防止等 102-16

◯ 新型コロナ対応等により、海外子会社対象に計画していた競争法および贈賄防止に関する研修
会について年初計画の8社の内、7社で実施できなかった。国内子会社についてはほぼ年初計画
に沿って実施

81% ◯ 研修：階層別コンプライアンス研修、専門別研修として企業行動基準、競争法、
下請法、景表法、外為法、贈賄防止等

❸ステークホルダーとの対話促進

◯ さまざまなステークホルダーとの対話促進 102-44

◯ 企業価値向上に向けた株主との継続的な対話
◯ 株主通信の発行　2回 100%

（対機関投資家）
◯ 持続的成長、企業価値向上を目的とした対話の実施継続

（対個人投資家）
◯ 年2回の株主通信による活動状況の発信継続

◯ 決算説明会資料の記載充実・体裁改善 ◯ IR室設置による担当窓口明確化
◯ 決算説明会資料はじめステークホルダーへの説明機会および内容の充実

❹サプライチェーンマネジメント ◯ 説明会実施（CSRアンケート結果のフィードバック） 102-43 ◯ 2020年度に取引先254社に対してアンケートを実施
◯ 2021年度にそのうち9社を対象にアンケート結果のフィードバック、ガイダンスを個別で実施 100% ◯ 第三者評価機関による取引先様のサステナビリティ取り組みのモニタリングを実施

E

Ecology
Ecological Process

事業活動の環境負荷低減

❺低炭素社会の構築

◯ グローバルのタイヤ1本当たりのライフサイクルCO2排出量 
2005年度比16.0％以上削減 302-1, 2, 5 ◯ 12.3%削減 98% ◯ 2005年度比16.0％以上削減

◯ （国内6工場）原油換算エネルギー使用量原単位※2 
　前年度比2.9％削減 302-3 ◯ 2.3％削減 99% ◯ 前年度比　原単位3.0％削減

◯ （国内6工場）CO2排出量原単位※2　前年度比0.4％削減 305-4 ◯ 1.9％増加 98% ◯ 前年度比　総量6.0%削減

❻循環型社会の形成 ◯ （国内6工場）有価物を除く廃棄物排出量原単位※2　前年度比8.2％削減 306-2 ◯ 20.6％増加 69% ◯ 前年度比　原単位1.0％削減
◯ （国内6工場）水使用量原単位※2　前年度比4.8％削減 303-1 ◯ 8.6％削減 100% ◯ 前年度比　原単位1.0％削減

❼環境負荷物質管理の推進 ◯ （国内6工場）（NOx＋SOx＋ばいじん）量　2005年度比80％以上削減 305-7 ◯ 86.6％削減 100% ◯ 2005年度比80％以上削減
❽グローバル環境経営の推進 ◯ グローバル統合認証の維持・継続 103-2 ◯ 維持・継続 100% ◯ グローバル統合認証の維持・継続

❾森づくりを通じた地球温暖化防止への貢献 ◯ 郷土の森づくりプロジェクト推進 304-3 ◯ 郷土の森づくり植樹活動（マングローブ植樹含む）
◯ 2021年度：18,887本植樹　累計：1,782,978本植樹 100% ◯ 森づくり植樹・整備活動推進

◯ 国内GENKIの森の整備推進 304-3 ◯ 植樹・整備活動を18回実施 90% ◯ 国内GENKIの森の整備推進

10生物多様性の保全
◯ 絶滅危惧種の保全・育成の継続 304-3 ◯ 絶滅危惧種20種の保全を国内8事業所で実施

70%
◯ 絶滅危惧種の保全・育成の継続

◯ 岡山テストコース内の森の整備を継続 304-3 ◯ 岡山テストコース内の森の整備を推進 ◯ 岡山テストコース内の森の整備を継続
◯ 岡山テストコースのオオムラサキ育成を軌道に乗せる 304-3 ◯ 岡山テストコースでオオムラサキの羽化に至らず ◯ 岡山テストコースのオオムラサキ羽化の成功

Next
Next-Generation Products & Solutions

次世代型技術・製品・サービスの開発

11環境配慮製品の開発 ◯ 環境配慮商品の開発・販売 302-5 ◯ タイヤの空気漏れを防ぐ｢CORESEAL｣採用商品第1弾 FALKEN｢EUROALL SEASON 
AS210｣をドイツで発売 100% ◯ 環境配慮商品の開発・販売

12「安全・快適」「経済性」「品質」の追求 ◯ 新技術の商品化 416-1 ◯ 「ナノ凹凸ゴム」および「液状ファルネセンゴム」を採用し、氷上性能を大幅に向上させたSUV用
　スタッドレスタイヤDUNLOP｢WINTER MAXX SJ8+｣新発売 100% ◯ 新技術の商品化

S

Kindness
A Kind Culture Where Everyone  
Can Prosper

一人ひとりが輝ける寛容な風土

13人材育成と働きがいの向上

◯ 360度フィードバックの対象層を課長代理まで広げるとともに、リーダー
シップに関するセミナーを拡充し、コミュニケーションスキルの向上 404-2

◯ 当初予定通り、360度FBの対象層を社長～課長代理に拡充して実施した。リーダーシップセミ
ナーについては社長～管理職のみならず、一般社員へも「メンバーとしてのリーダーシップ」とし
て実施

100% ◯ 2021年に拡大した海外拠点および国内グループ会社の対象範囲をさらに拡
大して実施

◯ 昨年同様にオンラインセミナーを継続的に実施することに合わせて、女
性活躍推進・シニア層の活躍支援・LGBTQ+の理解浸透活動の積極展開 404-2

◯ オンラインセミナー実施に加えて、女性活躍推進およびシニア層の活躍支援については具体的
施策の検討に入ることができた。また、LGBTについては管理職以上向けに講演会を実施し、社
内への動画での啓蒙などを実施

90% ◯ 女性活躍推進およびシニア人材活躍推進について、具体策の実行

14安全で働きやすい職場づくり

◯ 安全先行指標（KPI）を重点活動として設定し、事業所間のバラツキや、部
門／職場の差をなくすための活動を継続して推進 403-2 ◯ 安全先行指標（KPI）を11項目設定し、継続して重点活動を行った。高い目標を定め、弱みを改善

する活動を進めることで、進捗は見られたが目標未達 85% ◯ 安全先行指標（KPI）を重点活動として設定し、事業所間のバラツキや、部門／
職場の差をなくすための活動を継続して推進

◯ 運動・食事・睡眠・飲酒等の生活習慣改善イベントに加え女性・高齢者向
け健康教育を増やして各自の健康意識向上と健康増進を推進 403-2

◯ 生活習慣改善対策として、オンラインおよびオンデマンドで運動・睡眠・飲酒セミナーを4回実施
◯ 日々の食事の重要性を啓蒙するため資料を作成し、通達や掲示物で案内
◯ 新たな取り組みとして、高年齢労働者（主に50歳以上）を対象とした運動セミナーをオンデマンド

で実施
90%

◯ 生活習慣改善に重点を置き、喫煙、食事、睡眠、飲酒に対しての施策に注力。
特に喫煙に関して、「禁煙推進委員会」を立ち上げ、受動喫煙防止、喫煙率削減
を推進

15ダイバーシティ&インクルージョンの推進

◯ 両立支援ガイドブックと本人上司へのアナウンスにより制度理解の浸透
と取得促進 401-3

◯ 両立支援マニュアルを発行し、合わせて産休育休に際し、上司（一部人事も同席）と計5回の面談
を実施する仕組みを構築

◯ 子どもが生まれた従業員と上司に育児関連制度取得を促す通知を開始
100% ◯ マニュアルの浸透活動

◯ 男性育児参画への追加施策実施

◯ 各属性ごとに当事者向けと風土醸成に関する施策を実施。特に女性活躍
については、子育てと仕事の両立支援に加え、メンター制度の導入など、
キャリア育成のための施策を実施

405-1
◯ アンコンシャスバイアス研修を階層を段階的に拡大して実施、テーマ別社員のパネルディスカッ

ションや座談会を実施
◯ メンター制度導入済み

100%
◯ メンター制度拡大
◯ LGBT理解浸透施策拡大
◯ 技能系女性の就労環境改善

16人権の尊重 ◯ 人権に関する研修の実施 412-2 ◯ 全役員管理職向けLGBTに関する理解促進のための講演会を実施 100% ◯ 人権マネジメント体制の構築

Integrity
Integrity for Society

社会への誠実さ

17社会貢献活動の推進

◯ 住友ゴムCSR基金加入促進 102-44 ◯ 住友ゴムCSR基金加入率：約42％

80%

◯ 住友ゴムCSR基金加入促進

◯ NPOとの協働推進（活動継続と拡大） 102-44

◯ 住友ゴムCSR基金による助成：57団体、総額1,410万円

◯ NPOとの協働推進（活動継続と拡大）◯ 小学生対象の「ダンロップものづくり教室」：4か所で計4回、245名が参加

◯ 「ダンロップ環境教室」：2団体、5か所で計5回、90名が参加

18森づくりを通じた地域との交流 ◯ 植樹・森の整備、苗木提供を通じた地域との交流と貢献を継続 413-1 ◯ 植樹・苗提供活動　5,593本（内、地域への苗木提供は4,885本） 100% ◯ 植樹・森の整備、苗木提供を通じた地域との交流と貢献を継続
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住友ゴムグループのサステナビリティ経営

社外からの評価・認証の取得
サステナビリティ活動に対する社外からの評価・認証についてご紹介します。

2021年

3月 FALKEN「AZENIS FK510 （アゼニス　エフケーゴーイチゼロ）」が「ADAC（正式名
称：Allgemeiner Deutscher Automobil-Club e.V.）」（ドイツ自動車連盟）のタイヤ
テストで総合1位を獲得。

3月 住友ゴム工業（株）の子会社である（株）ダンロップゴルフクラブが、厚生労働大臣から
子育てサポート企業として、「くるみん認定」を取得。

4月 白河工場は女性社員による独自のユニークな職場改善の取り組みなどが評価され、
「日本創生のための将来世代応援知事同盟※」から「優秀将来世代応援企業賞」を受
賞。

6月 住友ゴムグループのブラジル工場が、ファゼンダ・リオ・グランデ市市議会から企業と
して初となる「名誉賞」を受賞。

7月 ESG投資の代表的な指数「FTSE4Good Index Series」および「FTSE Blossom 
Japan Index」の構成銘柄に選定。

10月 Web社内報「WEB PLUS」がウィズワークス株式会社の主
催する「社内報アワード2021」でゴールド賞を受賞。20周年
特別企画の IC（インターナルコミュニケーション）キャラク
ターグランプリで、ダイバーシティ&インクルージョン情報発
信キャラクター「チャボ」が最優秀賞を受賞。

11月 LGBTへの取り組み評価指標「PRIDE指標2021」で「シルバー」認定を取得。

12月 日本政策投資銀行の｢DBJ環境格付｣で最高ランクを取得。

2022年

1月 FALKEN｢AZENIS FK510｣および｢ZIEX ZE310 ECORUN｣が欧州最大の自動車
連盟である「ADAC」の実施するタイヤ摩耗テストにおいてそれぞれ1位、3位を獲得。

3月 従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んでいる企業を選定する
「健康経営銘柄」の50社に選定されるとともに、特に優良な健康経営を実践している
法人が選定される「健康経営優良法人（ホワイト500）」に6年連続で選出。

3月 タイヤ内発電技術を利用した摩耗推定技術開発によって「防災・減災サステナブル大
賞」防災・減災×SDGs賞【アカデミー＆ジュニアアカデミー部門】ジャパン賞受賞

3月 ESG投資の新しく設定された指数「FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Index」に採用

◯ISO9001：2015 品質マネジメントシステム
◯ISO14001：2015 環境マネジメントシステム

◯ISO45001：2018 労働安全衛生マネジメントシステム
◯IATF16949：2016 自動車産業品質マネジメントシステム規格

認証取得

「サステナビリティサイト・アワード2021」
　一般社団法人CSRコミュニケーション協会がサステナビリティ
ウェブサイトの情報充実度で格付する「サステナビリティサイト・
アワード2021」でシルバーアワードを受賞しました。

全社（平均値）
所属業種（ゴム製品）
住友ゴム工業

規模

安全性

収益性

企業統治
＋

社会性

環境

人材活用

20

40

60

80

100

SOMPOサステナビリティ・インデックス
　「SOMPOサステナビリティ・イン
デックス」に2012年より連続して選
定されています。（SOMPOアセット
マネジメント社が設定する年金基金、
機関投資家向け運用プロダクト）

※  地方への人の流れをつくり、東京一極集中型社会を変え、人口減少社会に立ち向かうトップランナーを目指す知事が同盟し、地方創生のため行動することをコンセプトに結成された組織。17
県が加盟。

「第16回（2022年）CSR企業ランキング」
　幅広いステークホルダーから「信頼される会社」を見つける「東
洋経済CSR企業ランキング」は、人材活用、環境、企業統治＋社
会性、収益性、安全性、規模を評価し、CSR（企業の社会的責任）
と財務の両面からランキングをまとめています。
　当社は総合得点で全社平均、所属業種（ゴム製品）平均を上回
るとともに、全項目でバランスの取れたスコアを獲得しています。
特に環境部門では全1,362社中10位となりました。

出典：東洋経済新報社　
第16回（2022年）CSR
企業ランキング報告書
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12月31日に終了した各連結会計年度
IFRS※1

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

損益状況（会計年度）
売上収益 798,483 756,696 877,866 894,243 893,310 790,817 936,039

　海外売上高比率（％） 59 59 63 63 63 64 68

売上原価 528,393 499,650 611,185 632,756 637,658 558,638 676,341

販売費及び一般管理費 191,237 182,130 199,706 200,806 201,261 188,791 207,723

事業利益※2 78,853 74,916 66,975 60,681 54,391 43,388 51,975

　利益率（%） 9.9 9.9 7.6 6.8 6.1 5.5 5.6

営業利益 89,173 73,284 67,449 57,155 33,065 38,701 49,169

　利益率（%） 11.2 9.7 7.7 6.4 3.7 4.9 5.3

当期利益※3 71,976 41,364 46,979 36,246 12,072 22,596 29,470

　利益率（%） 9.0 5.5 5.4 4.1 1.4 2.9 3.1

財政状態（会計年度末）
資産合計 932,432 897,634 1,018,266 1,002,383 1,035,484 974,805 1,086,169

資本合計 451,837 459,541 490,886 472,807 475,537 467,097 513,543

親会社の所有者に帰属する持分合計 422,287 429,316 459,907 457,927 460,800 454,743 501,540

有利子負債残高 261,867 204,218 273,452 283,482 325,490 276,739 296,784

キャッシュ・フロー状況（会計年度）
営業活動によるキャッシュ・フロー 86,864 128,190 76,109 82,820 91,458 123,504 63,090

投資活動によるキャッシュ・フロー (30,672) (42,144) (100,724) (65,494) (63,417) (45,594) (54,023)

　フリー・キャッシュ・フロー 56,192 86,046 (24,615) 17,326 28,041 77,910 9,067

財務活動によるキャッシュ・フロー (52,707) (71,055) 21,706 (2,122) (40,979) (61,881) (13,332)

関連情報
設備投資額 58,911 49,606 62,494 66,857 58,129 41,923 49,548

減価償却費及び償却費 51,419 51,248 56,010 57,365 67,941 67,665 67,724

研究開発費 23,372 24,257 25,720 25,780 26,198 24,215 25,447

経営関連・財務データ
タイヤ販売本数（万本） 10,962 11,264 12,347 12,361 12,436 10,883 11,603

ROE（%） 17.5 9.7 10.6 7.9 2.6 4.9 6.2

ROA（%）（事業利益ベース） 8.4 8.2 7.0 6.0 5.2 4.3 5.0

D/Eレシオ（倍） 0.6 0.5 0.6 0.6 0.7 0.6 0.6

親会社所有者帰属持分比率（％） 45.3 47.8 45.2 45.7 44.5 46.6 46.2

サステナビリティ関連指標
植樹本数（千本）（苗木提供は除く） 77.2 71.8 43.5 51.4 38.7 19.2 18.9

CO₂排出量（国内/海外工場の 
グローバル環境データ）（千t-CO₂e） 786 1,011 1,036 1,073 1,095 1,018 1,145

全従業員に占めるISO14001認証取得事業所の 
従業員数割合（％） 79 89 84 84 86 79 75

国内・海外特許件数（件） 7,849 8,761 9,183 9,199 9,156 10,063 9,983

タイヤ生産能力（t/月） 60,600 61,500 63,200 65,000 66,850 68,500 68,800

国内・海外連結従業員数（名） 33,197 33,792 36,650 37,852 39,233 39,298 40,055

育児休業制度利用者数（住友ゴム単体）（名） 16 23 20 29 33 30 48

新規採用者に占める女性比率（住友ゴム単体）（％） 29 30 28 27 26 26 22

全従業員に占める女性比率（住友ゴム単体）（％） 7 8 8 9 11 11 12

女性管理職比率 2.2 2.1 2.6 2.7 3.1 3.3 3.8

平均勤続年数（住友ゴム単体）
男性（年） 16.8 16.7 16.4 16.3 16.1 16.2 15.7

女性（年） 13.3 13.3 13.0 12.6 12.2 12.5 11.8

コンプライアンス相談室への 
通報・相談件数（住友ゴム単体）（件） 14 13 13 23 25 29 24

CSR基金助成総額（万円） 694 696 785 893 1,109 1,314 1,410

※1 2016年12月期より、日本基準に換えてIFRSを適用しています。2015年12月期の数値につきましても、IFRSに準拠して開示しています。　
※2 事業利益は、当社独自の指標であり、計算方法は、売上収益－（売上原価+販売費及び一般管理費）です。　※3 当期利益は親会社の所有者に帰属する当期利益です。

売上収益

資産合計／親会社所有者帰属持分比率

植樹本数（年度末累計）

国内・海外連結従業員数

親会社の所有者に帰属する当期利益（率）

有利子負債残高／D/Eレシオ

国内・海外の特許・実案件数

コンプライアンス相談室への 
通報・相談件数

事業利益（率）※

ROE※1およびROA※2（事業利益ベース）

グローバル環境データ（全CO₂排出量）

育児休業制度利用者数

主要財務指標（2021年度）

サステナビリティ関連指標（2021年度）

主要財務・非財務データ（連結）

※1 ROE=当期利益÷期首・期末平均自己資本×100
※2 ROA=事業利益÷期首・期末平均総資産×100

※  事業利益＝売上収益-（売上原価+販売費及び一般管
理費）

財務・非財務データセクション

コーポレート・データ

85 Integrated Report 2022 86Integrated Report 2022



単位：百万円

2020年度
（2020年12月31日）

2021年度
（2021年12月31日）

負債及び資本

負債

　 流動負債

　 社債及び借入金 62,256 68,143

　 営業債務及び 
その他の債務 123,261 160,902

　 その他の金融負債 12,816 12,100

　 未払法人所得税 7,790 6,301

　 引当金 1,170 1,604

　 その他の流動負債 38,835 47,535

流動負債合計 246,128 296,585

　 非流動負債

　 社債及び借入金 155,177 170,502

　 その他の金融負債 48,164 46,919

　 退職給付に係る負債 22,202 23,417

　 引当金 2,189 1,818

　 繰延税金負債 11,282 12,093

　 その他の非流動負債 22,566 21,292

非流動負債合計 261,580 276,041

負債合計 507,708 572,626

資本

　 資本金 42,658 42,658

　 資本剰余金 39,486 39,715

　 利益剰余金 461,720 481,455

　 自己株式 (77) (85)

　 その他の資本の 
構成要素 (89,044) (62,203)

　 親会社の所有者に 
帰属する持分合計 454,743 501,540

　 非支配持分 12,354 12,003

　 資本合計 467,097 513,543

負債及び資本合計 974,805 1,086,169

2020年度
（2020年12月31日）

2021年度
（2021年12月31日）

資産

　流動資産

　現金及び現金同等物 74,203 75,093

　 営業債権及び 
その他の債権 179,635 197,320

　その他の金融資産 1,399 2,096

　棚卸資産 151,253 218,019

　その他の流動資産 30,162 40,553

流動資産合計 436,652 533,081

　非流動資産

　有形固定資産 389,184 389,795

　のれん 23,378 26,287

　無形資産 41,402 42,794

　 持分法で会計処理 
されている投資 4,323 4,430

　その他の金融資産 33,159 36,889

　退職給付に係る資産 32,451 41,458

　繰延税金資産 13,449 10,641

　その他の非流動資産 807 794

非流動資産合計 538,153 553,088

資産合計 974,805 1,086,169

単位：百万円

2020年度
（自 2020年 1月 1日
至 2020年12月31日）

2021年度
（自 2021年 1月 1日
至 2021年12月31日）

売上収益 790,817 936,039

売上原価 (558,638) (676,341)

売上総利益 232,179 259,698

販売費及び一般管理費 (188,791) (207,723)

事業利益 43,388 51,975

その他の収益 3,818 2,668

その他の費用 (8,505) (5,474)

営業利益 38,701 49,169

金融収益 1,735 1,797

金融費用 (10,733) (6,289)

持分法による投資利益 68 88

税引前利益 29,771 44,765

法人所得税費用 (6,761) (14,779)

当期利益 23,010 29,986

当期利益の帰属

　親会社の所有者 22,596 29,470

　非支配持分 414 516

　当期利益 23,010 29,986

1株当たり当期利益

　基本的1株当たり当期利益（円） 85.92 112.05

単位：百万円

2020年度
（自 2020年 1月 1日
至 2020年12月31日）

2021年度
（自 2021年 1月 1日
至 2021年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 123,504 63,090

投資活動によるキャッシュ・フロー (45,594) (54,023)

財務活動によるキャッシュ・フロー (61,881) (13,332)

現金及び現金同等物に係る換算差額 (2,457) 5,155

現金及び現金同等物の増減額（減少） 13,572 890

現金及び現金同等物の期首残高 60,631 74,203

現金及び現金同等物の期末残高 74,203 75,093

連結財政状態計算書 連結損益計算書

連結キャッシュ・フロー計算書

財務・非財務データセクション

コーポレート・データ
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LRQA独独立立保保証証声声明明書書 
住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの 2021 年年温温室室効効果果ガガスス排排出出量量イインンベベンントトリリ、、エエネネルル

ギギーー消消費費量量、、廃廃棄棄物物排排出出量量、、水水使使用用量量おおよよびび排排水水量量デデーータタにに関関すするる保保証証 
 
 
この保証声明書は、契約に基づいて住友ゴム工業株式会社に対して作成されたものである。 
 
保保証証業業務務のの条条件件 
LRQA リミテッド（LRQA）は、住友ゴム工業株式会社（以下、組織という）からの委嘱に基づき、2021 年

（2021 年 1 月 1 日～2021 年 12 月 31 日）の温室効果ガス（以下、GHG という）排出量インベントリ、エ

ネルギー消費量、廃棄物排出量、水使用量、および排水量のデータ（以下、報告書という）について、下

記の基準に対して LRQA の検証手順を用いて限定的保証レベルと検証人の専門的判断による重要性によっ

て保証業務を実施した。LRQA の検証手順は、GHG 排出量データについては ISO14064-3 を参照しており、

現在のベストプラクティスに基づいて ISAE3000（改訂版）に準拠している。 
 
LRQA の保証業務は、GHG 排出量とエネルギー消費量については住友ゴム工業グループの日本国内外 79 社

の製造拠点と非製造拠点、廃棄物排出量、水使用量、および排水量のデータについては日本国内 6 工場1 

の拠点と事業活動、および以下の要求事項を対象とする。 
• 選択されたデータが組織の定める報告方法に従っていることを確認すること。組織の GHG 排出量デ

ータの算定手順は、ISO14064-1 を参照している。 
• 下記の選択された指標のデータと情報の正確性および信頼性を評価すること。 

• 直接的な（スコープ 1）およびエネルギーの間接的な（スコープ 2）GHG 排出量2 
• エネルギー消費量（単位：原油換算千リットル） 
• 廃棄物排出量: 廃棄された量（単位：トン） 
• 水使用量: 使用した体積（単位：千立方メートル）であり、水道水、地下水及び工業用水を水源と

するもの 
• 排水量: 排出された体積 （単位：千立方メートル） 

 
保証業務の範囲は、報告書に言及されている組織のサプライヤー、業務委託先、その他第三者のデータお

よび情報を除く。 
 
LRQA の責任は、組織に対してのみ負うものとする。脚注で説明されている通り、LRQA は組織以外へのい

かなる義務または責任を放棄する。組織は、報告書内の全てのデータおよび情報の収集、集計、分析およ

び公表、および報告書の基となるシステムの効果的な内部統制の維持に対して責任を有するものとする。

報告書は組織によって承認されており、その責任は組織にある。 
 
LRQA のの意意見見 
LRQA の保証手続において、組織が全ての重要な点において、 
• 上記の要求事項を満たしていない 
• 下の表 1 及び 2 に要約された GHG 排出量と主な環境データについて正確かつ信頼性のあるデータと

情報を開示していない 
ことを示す事実は認められなかった。 
表明された意見は、限定的保証水準3及び検証人の専門的判断による重要性に基づいて形成された。 

 
1   日本国内の、白河、名古屋、泉大津、宮崎、加古川及び市島の各工場 
2   GHG の定量化には固有の不確かさが前提となる。 
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システムの審査及び認証を行う機関に対する要求事項 - 第1部：要求事項」の品質管理に関する国際規格の

要求事項を満たし、また、国際会計士倫理基準理事会より発行されている職業会計士のための倫理規定に

従った包括的なマネジメントシステムを運用し、維持している。 
 

LRQAは、その資格、トレーニング及び経験に基づき、適切な資格を有する個人を選任することを保証する。

全ての検証および認証審査の結果は上級管理者によって内部でレビューされ、適用された手続が正確であ

り、透明であることを保証する。  
 

LRQAは組織に対して、ISO 9001、ISO 14001、ISO 45001およびIATF 16949の認証を実施している機関である。

この認証および検証が、LRQAが組織に対して実施した仕事であり、それ自体が我々の独立性あるいは中立

性を損なうものではない。 
 
署名                 日付: 2022 年 5 月 10 日 

 
千葉 宙明         
LRQA 主任検証人 
LRQA リミテッド 
神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-3-1 クイーンズタワーA10F  
LR reference: YKA4005028  
 
LRQA, its affiliates and subsidiaries, and their respective officers, employees or agents are, individually and collectively, referred to in this clause 
as 'LRQA'. LRQA assumes no responsibility and shall not be liable to any person for any loss, damage or expense caused by reliance on the 
information or advice in this document or howsoever provided, unless that person has signed a contract with the relevant LRQA entity for the 
provision of this information or advice and in that case any responsibility or liability is exclusively on the terms and conditions set out in that 
contract. 

The English version of this Assurance Statement is the only valid version. LRQA assumes no responsibility for versions translated into other 
languages.  
 
This Assurance Statement is only valid when published with the Report to which it refers. It may only be reproduced in its entirety. 
 
Copyright © LRQA, 2022.   
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表表 1.住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの2021年年ののGHG排排出出量量のの要要約約 
 

GHG 排排出出量量ののススココーーププ 千千トトンン CO2e 

 A  4 B  5 

直接的な GHG の排出量（スコープ 1） 409 398 

エネルギー起源の間接的な GHG の排出量（スコープ 2、ロケ

ーションベース） 743 710 

注 : スコープ 2、ロケーションベースは、GHG プロトコル スコープ 2 ガイダンス 2015 年版の定義による。 

 
 

表表 2.住住友友ゴゴムム工工業業ググルルーーププのの2021年年のの主主なな環環境境デデーータタのの要要約約 
 

環環境境デデーータタ 数数値値 

エネルギー使用量 553,759 原油換算キロリットル 

廃棄物排出量 10,139 トン 

水使用量 5,596 千 m3 

排水量 4,796 千 m3 
 
 
LRQA のの保保証証手手続続 
LRQA の保証業務は、LRQA の検証手順に従って実施された。結論を得るために、保証業務は証拠収集の一環

として次の事項を含んで実施された。 
• 宮崎工場へのリモート審査とデータと記録の管理に係わるプロセスのレビューを実施した。 
• データと記録の管理を担当する主要な要員へのインタビューを実施した。 
• 報告書の重要な誤り、脱漏および記載の誤りを予防するように構築された組織のデータ管理システムを

審査した。我々は、内部の品質管理を含めたデータ管理の手順、指針およびシステムの効果的な実施を

レビューすることでこれを実施した。 
• 集計された 2021 年実績データおよび記録の検証を実施した。 
 
観観察察事事項項 
保証業務を通じた更なる観察および発見事項は以下である。 
• 海外拠点の GHG 排出量については、より正確な算定のためのデータや排出係数の入手を引き続き検討

することが望まれる。 
 
LRQAのの基基準準、、力力量量及及びび独独立立性性 
LRQAは、少なくともISO 14065「温室効果ガス－認定又は他の承認形式で使用するための温室効果ガスに関

する妥当性確認及び検証を行う機関に対する要求事項」およびISO/IEC17021-1「適合性評価－マネジメント
 

3   限定的保証業務の証拠収集は、合理的保証業務に比べて少ない範囲で行われ、各拠点を訪問して元データを確認するより集計された
データに重点を置いている。従って、限定的保証業務で得られる保証水準は合理的保証業務が行われた場合に得られる保証に比べて
実質的に低くなる。 

4   グループ報告書開示のため組織の自社基準で定義され、2004 年で固定された温室効果ガス排出係数に基づく値 
5   定量化の時点で入手可能な現行の温室効果ガス排出係数による値 

本報告書およびWeb開示の環境報告データの信頼性を高める
ために第三者機関による検証を受けました。

「◎」のマーク（P.71～73）は、検証の対象データです。
この検証の対象データと検証手順は次の通りです。

1. グローバルCO2排出量
検証手順：ISAE3000に準拠した検証手順とISO14064-3

2.  グローバルエネルギー使用量、国内工場の水使用量、排水量、
廃棄物排出量（有価物を除く）
検証手順：ISAE3000に準拠した検証手順

第三者検証報告書

コーポレート・データ

Our Philosophyを中心とする統合思考
　住友ゴムでは昨年Our Philosophyを策定され，今年度の報告書ではそれがさらに展開され
ていることが分かります。報告書全体がOur Philosophyを中心に構成され、Our Philosophy
が経営を統合する「統合思考（ integrated thinking）」として機能しつつあると思います。報告書
の内容も、財務的な価値から社会的な価値まで網羅的に説明されており、それが全体的に統合
されているので、ステークホルダーに訴求しやすい内容になっています。今後は、Our 
Philosophyの最上位にあるPurposeが、トップダウンではなく社員個人のPurposeに基づく
ものであるように、運営にされることを望みます。

経営層からの詳細な説明
　今年度の住友ゴムの報告書は、経営層からの説明が非常に充実しています。山本悟社長の
トップメッセージは写真も入れて6ページにも及び、「2050年を見越したサステナビリティ長期
方針」を含めて、社長の言葉で語られているので説得力があります。他の役員についても、それ
ぞれの担当分野について踏み込んだ説明をされており、経営層の顔の見える報告書となってい
ます。今後は、社員や社外ステークホルダーの声を充実させることで、経営者の方針がどのよう
に社内外に浸透しているのかが見えるようになれば、さらに良くなると思います。

GENKIのGがGovernanceに
　GENKIは住友ゴムのサステナビリティ活動の経営モデルを示す略語ですが、今年度から、G
をGreenからGovernanceの頭文字に変更されました。これは形式的なものではなく、
Governanceをサステナビリティ経営の最上位に置くという経営意識と体制の変革として理解
できます。実際に情報開示も非常に充実しています。しかし、ガバナンスに関する情報開示は形
式化しやすい傾向を含むものですから、社外取締役がどのような態度でガバナンスに臨んでい
るのかなど、実質的な内容の開示も今後は重要になると思います。

ESG経営の実質化へ向けて
　住友ゴムは，2050年を見据えたサステナビリティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」を
策定し、カーボンニュートラルへ向けて活動を推進されています。TCFDへも賛同され、情報開
示も進められようとしています。脱炭素は、住友ゴムの事業環境では特に重要なテーマになる
と思われます。しかし、ウクライナ問題もあって、気候変動やエネルギー需給をめぐる環境の不
確実性は高まっています。このような状況下では、実質的な対応が必要になると思いますので、
企業経営への影響を十分考慮した活動を望みます。

第三者意見

神戸大学大学院 
経営学研究科教授

國部　克彦 氏
大阪市立大学大学院修了。博士（経営学）
大阪市立大学、神戸大学助教授を経て、
2001年より同教授。2014年から2016年、
および2021年から現在まで神戸大学大学
院経営学研究科長・経営学部長。2019年
より2021年まで神戸大学副学長、2020年
より神戸大学バリュースクール長を併任。
近著に『アカウンダビリティから経営倫理
へ』（有斐閣）、『創発型責任経営』（国本経
済新聞出版社）、『1からの管理会計』（碩
学舎）『価値創造の教育 神戸大学バリュー
スクールの挑戦』（神戸大学出版会）など
がある。

　國部先生にはいつも適切なアドバイスと過分なご評価をいただいておりますこと、改めてお礼申し上げます。
　不透明で変化の激しい環境に対応し、さらなる成長を果たすためのぶれない指針として2020年12月に新た
な企業理念体系「Our Philosophy」を制定しましたが、コロナ禍や政情不安など、社会を取り巻く状況はますま
す複雑化しております。
　こういった状況を踏まえ、今回の統合報告書では、「Our Philosophy」に関する説明をより充実させ、「Our 
Philosophy」の「Purpose」を体現すべく経営を行っていることを、冊子全体を通して読者に伝わるよう編集を
進めました。また、経営層のインタビューを例年よりも増やし、リアリティに富む言葉で当社の今、そして当社が
目指す未来が見せられるように作成しました。
　当社は現在、2021年8月に発表したサステナビリティ長期方針「はずむ未来チャレンジ2050」に基づき、具体
的な施策を進めている最中にあります。また、新事業として2022年4月、「センシングコア」ビジネスに関する発
表を行いました。大きな時代の転換期に、グループ従業員が一丸となり、さらに踏み込んだ施策を推進するとと
もに、活動の実効性と透明性を高めてまいります。

第三者意見を受けて

執行役員 
サステナビリティ推進本部長

山下　文一
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東京本社

投資家情報（2021年12月31日現在）

株価の推移

免責事項
本報告書には、住友ゴムグループの過去と現在の事実だけでなく、将来の計画や見通し、経営計画などに基づいた予測が含まれています。これらの将来予測は、記述した時点で入手できた情報
に基づく仮定・判断であり、将来の結果は予測とは異なったものとなる可能性があります。
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（円）

グローバルネットワーク（2021年12月末現在）

海外

国内

国内
製造会社 3社
販売会社 15社
その他関係会社 10社

 事務所
 開発拠点
 生産拠点  本社   岡山タイヤテスト 

コース
  宮崎工場（タイヤ・ 
スポーツ用品）

  泉大津工場 
（タイヤ・産業品）

欧州／アフリカ／中近東
製造会社 4社
販売会社 19社
その他関係会社 9社

  スイス工場 
（産業品）

  南アフリカ工場 
（タイヤ）

  スロベニア工場 
（産業品）

  トルコ工場 
（タイヤ）

 加古川工場（産業品）  タイヤテクニカル 
センター

  ゴルフ科学 
センター

アジア／大洋州
製造会社 9社
販売会社 21社
その他関係会社 2社

  中国・中山工場 
（産業品）

  ベトナム工場 
（産業品）

  フィリピン工場 
（スポーツ用品）

  マレーシア工場 
（産業品）

  インドネシア工場 
（タイヤ・スポーツ用品）

  中国・湖南工場 
（タイヤ）

  タイ工場（タイヤ）

  中国・常熟工場 
（タイヤ）

  タイ工場 
（スポーツ用品）

  市島工場 
（スポーツ用品）

米州
製造会社 3社
販売会社 4社
その他関係会社 2社

  米国工場 
（スポーツ用品）

 米国工場（タイヤ）

  ブラジル工場 
（タイヤ）

  名寄タイヤ 
テストコース

  旭川タイヤ 
テストコース

 白河工場（タイヤ）  名古屋工場（タイヤ）

資本金 42,658百万円
上場証券取引所 東京
証券コード 5110

株式総数等 発行可能株式総数：800,000,000株
発行済株式総数　：263,043,057株

株主名簿管理人および 
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行（株）
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

株主数 44,872名 会計監査人 有限責任 あずさ監査法人
神戸市中央区雲井通七丁目1番1号

大株主

住友電気工業（株） .........................................................................................................................28.85％
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） ....................................................................................9.26％
全国共済農業協同組合連合会 ...........................................................................................................2.79％

（株）日本カストディ銀行（信託口） ....................................................................................................2.56％
NORTHERN TRUST CO. （AVFC） RE SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATIONAL 
VALUE EQUITY TRUST ................................................................................................................2.32%

（株）三井住友銀行 ...........................................................................................................................1.98%
住友商事（株） .................................................................................................................................1.83％
NORTHERN TRUST CO. （AVFC） RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS .............................1.64%
SMBC日興証券（株） .......................................................................................................................1.58％
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 ..............................................................1.44％

注：持株比率は自己株式（47,604株）を発行済株式の総数から控除して算出しております。

コーポレート・データ
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